





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































― 50 ― ― 51 ―
領有権問題を再燃させないためにも、日中双方の協力により尖閣国有化問
題を重要な研究テーマとして、その真実を解明することが求められる。
〈注〉
（1-1）中国が2013年11月、東シナ海上空に設定したと公表。日本、韓国の防空
識別圏と一部重なる。日本が中国に撤回を要求。
（2-1）春原剛「暗闘　尖閣国有化」36頁～42頁（2013年7月、新潮社）
（3-1）愛知大学で開催された研究集会「米中首脳会談後の日中関係と東アジア政
治」。時殷弘・中国人民大学教授の基調報告の後、パネル討論を行った。
（6-1）高橋五郎・愛知大学教授、川村範行・名古屋外国語大学特任教授、天児
慧・早稲田大学教授ほか。
（6-2）中日関係史学会の代表団8名と日本側7名が、基調報告やコメント発表、討
論を行った。川村はコメンテーターとして発言。
（7-1）天児慧「日中対立―習近平の中国を読む」11頁～20頁（2013年、筑摩書
房）
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